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　日頃より格別なるご支援、ご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

　ここに当社第37回定時株主総会招集ご通知をお届けいたします。

　当期（2018年３月期）は、更なる収益基盤の強化を主要課題に位置づけ、主

力であるハウス オブ ローゼ直営店部門を中心としつつ、通信販売や卸売事業等

の業容拡大を進めてまいりました。またウエルネス事業につきましても改善途上

ではありますが、徐々に成果が見えてまいりました。さらに中国越境ECが業績

向上に寄与する形となりました。

　その結果、売上高139億78百万円（前事業年度比2.5％増）、営業利益は５億

55百万円（前事業年度比38.0％増）を確保し、当期は増収増益となりました。

　期末配当金につきましては、５月14日（月）開催の取締役会にて１株につき

20円と決議させていただきました。これにより年間配当金は、１株につき40円

となります。

　今期は経営組織体制の一部再編も行い、更なる業績の向上に努めてまいります

ので、今後とも引続きご支援を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。

株式会社ハウス オブ ローゼ
代表取締役社長　神野　晴年

株主の皆さまへ

（１）  美しさと健康と快適な生活を願われる人々のために、優れた商品と真心のこもったサービスを提供し、お客さまから 

「ありがとう」と言われるような企業活動を続けます。

（２）  企業は社会の支持が無くては発展し得ないことを自覚し、法令、社会規範、社会倫理を遵守し、社会の人々に対して 

常に誠実に行動します。

（３）  限りある資源を無駄にすることなく、また自然を破壊することなく、環境との調和を目指します。

経営理念
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　2017年６月に取締役業務執行役員に就任して

以来、ウエルネス事業本部長として、リラクゼー

ションサロン事業部とカーブス事業部を所管し

てまいりました。　

　ウエルネス事業本部は、「人材確保・育成」を

優先的に強化して、基本を大切にお客様に親切

丁寧な接客を心がけ、お客様から“たくさんの

ありがとう”を言っていただけるよう努めてま

いりました。

　本年６月、取締役業務執行役員の２期目が始

まります。

　本年度も「人材確保・育成」を更に強化し、

顧 客 満 足 度（CS） と 従 業 員 満 足 度（ES） を 

高次元で両立することにより、さらなる安定した収益確保に努めてまいりたいと思います。

　そして、取締役の使命を果たすべく、引き続き経営体制の高度化に尽力していきたいと決意しています。

新任取締役インタビュー

   株主の皆さまへ・経営理念 ……………………………… １
   新任取締役インタビュー ……………………………… ２
   事業の概況 ……………………………………………… ３
   招集ご通知 ……………………………………………… ４
   株主総会参考書類 ……………………………………… ５

   事業報告 ………………………………………………… 9
   計算書類 ………………………………………………… 25
   監査報告 ………………………………………………… 34
   商品紹介・店舗紹介 …………………………………… 36
   株主メモ・ウェブサイトのご案内 …………………… 38

目　　次

（注）  本招集ご通知には図、グラフ、写真等を掲載しておりますが、ご参考として掲載しているものであり、事業報告の内容を構成するものでは
ありません。

取締役業務執行役員ウエルネス事業本部長
桃田　辰範
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事業の概況 第37期（2017年４月１日から2018年３月31日まで）

事業別売上構成比率 商品別売上構成比率
（　）内は前期

【その他】
【カーブス事業】
米国発祥の女性専用フィットネスクラブ
「カーブス」フランチャイジー事業。

【リラクゼーションサロン事業】
リフレクソロジーをはじめとした
ボディリラクゼーションのサロン事業。

【ハウス オブ ローゼ事業】
87.9％

5.7％
5.4％
1.0％

39.3％
（37.6％）

6.7％
（7.2％）

2.6％
（2.8％）

44.8％
（45.5％）

6.6％
（6.9％）

スキンケア化粧品
メイクアップ化粧品
ボディ・バスプロダクツ・ヘアケア
化粧雑貨品
その他

リラクゼーションサロン事業
売上高推移

第36期第35期

489

909

453

855

中間期 期末 （単位：百万円）

第37期

425

793

（注）ハウス オブ ローゼ事業の中にはネット通販事業を加えております。

ハウス オブ ローゼ事業
売上高推移

第35期

5,844

第36期

5,950

11,88811,956

第37期

6,199

12,279

中間期 期末 （単位：百万円）

カーブス事業
売上高推移
中間期 期末 （単位：百万円）

第36期第35期

363

719

373

738

第37期

380

761
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証券コード　7506
2018年５月30日

株主の皆さまへ
東 京 都 港 区 赤 坂 二 丁 目 2 1 番 ７ 号

代表取締役社長 神 野 晴 年

第37回定時株主総会招集ご通知
拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第37回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいます
ようご通知申し上げます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、
お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対
する賛否をご表示いただき、2018年６月13日（水曜日）当社営業時間終了の時（午後６時
10分）までに到着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬　具
記

１．日 時 2018年６月14日（木曜日）午前10時(開場時間 午前９時）
２．場 所 東京都港区赤坂一丁目12番33号

ＡＮＡインターコンチネンタルホテル東京 Ｂ１Ｆ「プロミネンス」
３．目 的 事 項

報 告 事 項 第37期（2017年４月１日から2018年３月31日まで）
事業報告及び計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）５名選任の件
第２号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

以　上

◎ 当日ご来場の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し
上げます。

◎ 当日ご出席の際は、「第37回定時株主総会招集ご通知」をご持参くださいますようお願い申し上げます。
◎ 株主総会参考書類並びに事業報告及び計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイ

ト（アドレス　http://www.houseofrose.co.jp/)に掲載させていただきます。
◎ 当日ご来場いただきました株主さまにお土産をご用意いたしておりますが、ご持参の議決権行使書用紙の枚

数にかかわらず、ご来場の株主さまお一人につき１つとさせていただきますので、ご了承くださいますよう
お願い申し上げます。

－ 4 －

株主各位
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株主総会参考書類

第１号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く）５名選任の件

　取締役（監査等委員である取締役を除く）全員（６名）は、本総会終結の時をもって任期満了とな
ります。つきましては、１名減員し取締役（監査等委員である取締役を除く）５名の選任をお願いす
るものであります。
　なお、本議案に関しましては、当社の監査等委員会は、全ての取締役候補者について適任であると
判断しております。
　取締役（監査等委員である取締役を除く）候補者は、次のとおりであります。

候 補 者
番 号

ふ り が な
氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式の数

１

かん
神

の
野

はる
晴

とし
年

(1947年５月５日生)
再 任

2002年 ６月 当社入社 業務執行役員直営店本部長

12,300株

2003年 ６月 当社取締役直営店本部長
2007年 ４月 当社取締役営業本部長
2008年 ６月 当社代表取締役社長兼営業本部長
2012年 ４月 当社代表取締役社長兼直営店本部長
2013年 ４月 当社代表取締役社長
2016年 ４月 当社代表取締役社長兼直営店本部長
2018年 ４月 当社代表取締役社長（現任）

取締役候補者とした理由
代表取締役社長として、強いリーダーシップで経営全般を統率する一方、取締役会議長として取
締役会の意思決定機能を高めると共に、コーポレートガバナンスを推進しております。神野晴年
氏の高い見識と長年に亘る経営者としての経験の下、引き続き経営統率力やリーダーシップが必
要と判断し、取締役として選任をお願いするものであります。

－ 5 －

取締役（監査等委員を除く）選任議案
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候 補 者
番 号

ふ り が な
氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式の数

２

ばん
坂

 
　

なお
直

ゆき
幸

(1954年９月11日生)
再 任

2006年 ９月 当社入社

2,000株

直営店本部長付部長
2007年 ４月 当社東日本第二直営店営業部長
2009年 ４月 当社営業企画部長
2009年 ６月 当社業務執行役員営業企画部長
2012年 ４月 当社業務執行役員営業企画本部長
2012年 ６月 当社取締役営業企画本部長
2018年 ４月 当社取締役マーケティング本部長（現任）

（重要な兼職の状況）
株式会社ハウス オブ ローゼインターナショナル代表取締役社長

取締役候補者とした理由
取締役執行役員営業企画本部長として、主力である化粧品販売部門の販売促進を統括する一方
で、ネット通販事業の統括責任者として当社ネット通販を牽引してまいりました。今期から営業
企画本部を統合したマーケティング本部長として、従前からの担当に加え、商品企画も統括する
ことで、化粧品販売部門を総合的に支援する組織体制の総責任者となりました。化粧品に関する
見識に加え、坂　直幸氏の経営判断力や業務推進力を踏まえ、引き続き取締役としての選任をお
願いするものであります。

３

いけ
池

だ
田

たつ
達

ひこ
彦

(1956年６月７日生)
再 任

2012年 ４月 当社入社 業務執行役員

5,400株2012年 ６月 当社取締役直営店本部副本部長
2013
2016

年
年

４
４

月
月

当社取締役直営店本部長
当社取締役管理本部長（現任）

取締役候補者とした理由
取締役執行役員管理本部長として、人事制度の強化や会計面の効率化等を図りつつ、経費の抑制
を推進すると共に、全社的リスク管理の整備に取り組む一方、今期から本稼働予定の情報システ
ム再構築を統括しております。更に今期から研究開発室も管掌し、管理面の強化を推進いたしま
す。池田達彦氏の財務会計における見識を活かし、更なる経営の効率化と収益基盤の強化に取り
組んでまいりますので、引き続き取締役としての選任をお願いするものであります。

－ 6 －

取締役（監査等委員を除く）選任議案
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候 補 者
番 号

ふ り が な
氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式の数

４

もも
桃

だ
田

たつ
辰

のり
範

(1955年１月16日生)
再 任

2004年 ９月 当社入社 直営店本部業務改善管理課　
シニアマネジャー

4,600株

2008年 ６月 当社人事・総務部長
2010年 ６月 当社業務執行役員人事・総務部長
2011年 ６月 当社業務執行役員第二直営店営業部長
2014年 ４月 当社業務執行役員管理本部副本部長
2016年 ４月 当社業務執行役員ｳｴﾙﾈｽ事業本部長
2017年 ６月 当社取締役ｳｴﾙﾈｽ事業本部長（現任）

取締役候補者とした理由
取締役執行役員ウエルネス事業本部長として、所管する「リラクゼーションサロン事業」並びに
「カーブス事業」を統括し、組織体制及び収益基盤の強化を推進してまいりました。両事業の更
なる業績向上には、桃田辰範氏の統率力とリーダーシップが引き続き必要と考え、取締役として
選任をお願いするものであります。

５

かわ
川

はら
原

 
　

とおる
暢

(1942年８月６日生)
再 任

1978年11月 個人商店ハウス オブ ローゼ創業

50,700株
1982年 ４月 株式会社ハウス オブ ローゼ設立

代表取締役社長
2008年 ６月 当社代表取締役会長
2013年 ４月 当社取締役相談役（現任）

取締役候補者とした理由
川原　暢氏は当社創業者であり、強いリーダーシップをもって当社の経営を牽引してまいりまし
た。現在は、非業務執行の取締役相談役として経営全般に対する適切な助言を行っております。
今後とも川原　暢氏の長年に亘る経営者としての経験や見識が当社の経営に必要と判断し、引き
続き取締役としての選任をお願いするものであります。

（注）１．候補者 坂　直幸氏は、株式会社ハウス オブ ローゼインターナショナル代表取締役社長を兼務してお
りますが、同社は当社の100%出資の子会社のため、特別の利害関係はありません。また、他の候補
者と当社との間にも特別の利害関係はありません。

２．当社は、執行役員制度を取り入れており、川原　暢氏以外の各候補者は執行役員を兼務しております
が、ここでは取締役就任以降はその記載を省略しております。

－ 7 －

取締役（監査等委員を除く）選任議案
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第２号議案　退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

　取締役生越 多惠子氏は、本総会終結の時をもって任期満了により退任されますので、在任中の功労
に報いるため、当社における一定の基準に従い、相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈することといた
したく存じます。
　なお、その具体的金額、贈呈の時期、方法等は、取締役会にご一任願いたいと存じます。
　退任取締役の略歴は、次のとおりであります。

氏　　　　　　名 略　　　　　　　　　歴

お
生

ごせ
越

た
多

え
惠

こ
子

2012年６月　当社取締役専務執行役員マーケティング本部長
2018年４月　当社取締役専務執行役員　（現任）

以上

－ 8 －

退職慰労金贈呈議案
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（提供書面）

事　 業　 報　 告
(2017年 4 月 1 日から)2018年 3 月31日まで

１．会社の現況
⑴　当期の事業の状況

①　事業の経過及び成果
　当期の国内景気は、年間を通じて緩やかな回復基調が続き、企業収益も概ね改善傾向で推移い
たしました。株式市場につきましても、株価はほぼ順調に右肩上がりで推移していましたが、今
年に入り国内外の政治・経済状況等の影響により不安定な状況となりました。小売業界では、イ
ンバウンドや高額品需要が寄与した都市部百貨店や価格訴求力のある通信販売事業者などは比較
的好業績となった一方で、地方の小売店などでは厳しさが一層強まってまいりました。

　このような状況の下、当社は引き続き収益力の強化に注力し業績の向上に努めてまいりました。

【ハウス オブ ローゼ事業】
（ハウス オブ ローゼ店舗、卸売及びネット通販による化粧品、雑貨商品等の販売事業）
　主力であるハウス オブ ローゼ直営店では、「ミルキュアピュア」及び「リファイニングホワ
イト」の両スキンケアラインを主軸に、スキンケア化粧品を中心とした販売力強化を図ると共に、
漸減している新客数の増加に取り組んでまいりました。SNSによる情報発信力の強化を始めとし
た販売促進策を講じ、新客増加を図ってまいりましたが、新客売上高、新客数とも前事業年度よ
り微減となりました。一方、スキンケア売上高は増加し、直営店売上高に占めるスキンケア売上
比率も上昇しました。
　商品施策面では、昨年９月にローズオイルを配合したスキンケア効果の高い「ロゼジュール リ
キッドルージュ」を発売。自然な艶のある仕上がりでご好評をいただきました。また本年１月に
はエイジングケアの美容液「エクセラージュ モイストリフトエッセンス」を発売したところ、商
品特性や使用感などがお客さまから高いご支持をいただき、売上に大きく寄与いたしました。ま
た「ミントリープ」「フェイスクリアジェル」「アロマルセット」「桜ほの香」など従来からの
人気商品を相次いで全面リニューアル発売し、新客獲得に貢献いたしました。その他、季節に応
じたギフト商品や期間限定商品など特長ある商品を発売いたしました。
　直営店舗の出退店につきましては、引き続き不採算店舗の退店を実施したほか、期末には不採
算の販売部門も整理いたしました。さらに出店先百貨店の閉鎖による退店もあり、合計13店舗の
退店となりました。一方出店につきましては、専門店店舗で３店舗を出店しましたので、期末店
舗数は期首から10店舗純減し230店舗となりました。

－ 9 －

当事業年度の事業の状況
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　以上、ハウス オブ ローゼ直営店部門売上高は、店舗数の減少による客数の伸び悩み等により、
前事業年度比1.1%の微減となりました。ただ既存店ベースでは、ほぼ前事業年度売上高を確保い
たしました。
　ネット通販部門は、自社ネット通販にて独自の販促企画を実施すると共に、情報発信の強化に
も注力した結果、新客数、リピート数共に増加し、売上高は前事業年度比23.8％増となりまし
た。
　また卸売部門は、ボディケア化粧品を中心とした大手量販店向けMD、「リラックスタイム」
展開の新規出店に努めてまいりました。一方、国内事業者を通じた中国越境ＥＣ売上が大きく増
加した結果、当部門売上高は前事業年度比37.2%増の伸長となりました。
　以上、当事業売上高は122億79百万円、前事業年度比3.3％の増加となりました。

【リラクゼーションサロン事業】
　事業改善の途上にあり、当期は出店せず不採算店舗や運営管理が厳しい地方店舗を中心として
６店舗の退店を実施したため、期末店舗数は20店舗となりました。
　課題であったスタッフ数不足は、新規募集に加え退店店舗のスタッフを再配置する等により、
徐々に持ち直してまいりました。それと共に技術研修を充実させ、スタッフの技術力強化を図っ
てまいりました。さらに顧客満足度並びに従業員満足度を一層高めるべく、店舗環境及び労働環
境の整備に取り組みました。
　当事業売上高は７億93百万円で、店舗数減少の影響等もあり前事業年度比7.2％の減少となり
ましたが、既存店ベースでの客数は前事業年度を上回りました。

【カーブス事業】
　米国発祥の女性専用小型フィットネスクラブ「カーブス」のフランチャイジー事業は、昨年７
月と本年３月にそれぞれ新店をオープン、約４年ぶりの出店をいたしました。またスタッフ確保
を強化すると共に、教育を始めとしたスタッフ育成に注力してまいりましたが、その反面、新人
スタッフや新店対応に比重がかかり、既存店舗の伸びが概して鈍化する結果となりました。
　期末会員数は、新店による増加効果はあったものの、既存店が全体として減少したため、期初
比では約270名の増加に留まりました。当事業売上高は７億61百万円、新店効果もあり前事業年
度比3.1％の増加となりました。

－ 10 －

当事業年度の事業の状況
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　以上、第37期当社売上高は139億78百万円、ハウス オブ ローゼ直営店やリラクゼーションサ
ロン事業における店舗数の減少によるマイナスもありましたが、卸売部門での中国越境ＥＣの売
上増が寄与し、前事業年度比2.5％の増加となりました。また売上原価につきましては、ハウス 
オブ ローゼ直営店がスキンケア売上高の増加に伴い原価率が低減したものの、中国越境ＥＣの売
上増が影響し、全社原価率は上昇いたしました。しかしながら諸経費が前事業年度並みに抑制さ
れたこともあり、営業利益は５億55百万円と前事業年度比38.0％の増加となりました。また当
期純利益は、２億82百万円で前事業年度比33.3％の増加となり、当期は増収増益を確保するこ
とができました。

事業区分別売上高は次のとおりであります。
（単位：百万円）

事　業　別

当　　期
(2017年 4 月 1 日から)2018年 3 月31日まで

前　　期
(2016年 4 月 1 日から)2017年 3 月31日まで

増 減

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額

ハウス オブ ローゼ事業 12,279 87.9(％) 11,888 87.2(％) 391

う ち 直 営 店 部 門 10,229 73.2 10,345 75.9 △116

うち卸売部門・ネット通販他 2,050 14.7 1,542 11.3 507

リラクゼーションサロン事業 793 5.7 855 6.3 △61

カ ー ブ ス 事 業 761 5.4 738 5.4 22

そ の 他 143 1.0 154 1.1 △10

合 計 13,978 100.0 13,636 100.0 341
（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

②　設備投資の状況・・・該当事項はありません。
③　資金調達の状況・・・該当事項はありません。
④　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況・・・該当事項はありません。
⑤　他の会社の事業の譲受けの状況・・・該当事項はありません。
⑥　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況

　・・・該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
　・・・該当事項はありません。

－ 11 －

当事業年度の事業の状況
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⑵　直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分 第34期
(2015年３月期)

第35期
(2016年３月期)

第36期
(2017年３月期)

第37期
(当　　期)

(2018年３月期)

売 上 高 （百万円） 13,450 13,930 13,636 13,978

経 常 利 益 (百万円） 35 348 396 531

当 期 純 利 益 (百万円） △104 130 212 282

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 (円） △22.25 27.80 45.09 60.08

純 資 産 (百万円） 5,375 5,334 5,369 5,505

総 資 産 (百万円） 8,624 8,765 8,538 8,955

１ 株 当 た り 純 資 産 (円） 1,143.13 1,134.36 1,141.84 1,170.74
（注）記載金額で百万円表示の項目は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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直前３事業年度の財産及び損益の状況
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⑶　重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況
　　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主要な事業内容

千円 ％ 化粧品・雑貨品等の加工
販売及び輸出入株 式 会 社 ハ ウ ス  オ ブ  ロ ー ゼ

イ ン タ ー ナ シ ョ ナ ル 10,000 100.0

⑷　対処すべき課題
　国内景気は、当面は概ね良好な企業収益等を背景として、緩やかな回復傾向が持続すると思わ
れます。しかしながら、雇用の厳しさに加え、国内外の政治・経済状況には不透明感が漂い、先
行きには慎重な見方が広がっています。また人件費や運搬費等のコスト増により、食料品や日用
品に実質的な値上げがみられるなど、雇用・所得環境が改善しているものの、消費者の生活防衛
意識は高まっているものと思われます。
　このような状況の下、今期当社は、引き続き主力のハウス オブ ローゼ直営店部門を中心とし
つつ、通信販売や卸売事業の業容拡大を進め、収益基盤の更なる強化に取り組んでまいります。
また、期初に経営組織体制を一部再編し、商品企画開発部門と営業支援部門を統合した、新「マ
ーケティング本部」を設置いたしましたが、これにより化粧品販売部門の強化並びに経営効率の
向上を図ってまいります。

【ハウス オブ ローゼ事業】
　ハウス オブ ローゼ直営店部門につきましては、漸減している新客数を含めた総客数の増加を
最大の課題として、商品施策及びSNSの活用を始めとした販売促進策を推進してまいります。ま
た、前期はスキンケア化粧品の販売比率が上昇しましたが、今期は特にローション、エマルジョ
ンに重点を置き、スキンケア化粧品全体の更なる販売強化に努め、来店客誘致並びに購買動機の
向上を図ってまいります。店舗施策につきましては、「１店舗当たりの収益力向上」を考慮し、
引き続き不採算店の退店並びに一部店舗の統廃合を進めてまいります。
　商品施策につきましては、今年１月に先行して発売したエイジングスキンケア「エクセラージ
ュ モイストリフトエッセンス」をライン化し、「エクセラージュ」スキンケアラインとして秋口
に発売することを予定しております。その他、新客獲得に資する商品や季節に応じたギフトにも
最適な商品をタイムリーに発売してまいります。
　ネット通販部門につきましては、自社ネット通販を中心に広告宣伝活動を強化し、リピート購
入の促進と新規購入の拡大を図ってまいります。また会員数も順調に増加しておりますので、会
員向けのコミュニケーションにも注力し、更なる会員数増加に取り組んでまいります。

－ 13 －

重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題
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　卸売部門では、量販店向けには、「リラックスタイム」展開にてチャネルの開拓を継続して進
めると共に、導入店舗の管理と育成に努めてまいります。一方、前期は国内事業者を通じた中国
越境ＥＣ売上が大きく伸長しましたが、今期もその動向を注視してまいります。

【リラクゼーションサロン事業】
　今期も新規出店は行わず、不採算店舗の退店を実施する一方、既存店舗の強化を通じた事業利
益の増加を最重要課題として取り組んでまいります。そのため、スタッフの技術力及び接客力向
上を目的とした教育を一層充実させ、スタッフ一人当たりの収益性を高めてまいります。また、
販売促進の強化やメニューの改善を進め、来店客数の増加を図ってまいります。一方、引き続き
顧客満足度並びに従業員満足度を高めるべく、店舗環境の整備に努めてまいります。

【カーブス事業】
　前期に出店した新店２店舗の育成、強化を中心としつつ、既存店で伸び悩んでいる店舗の底上
げに努めてまいります。既存店舗については、既存会員様からの紹介をメインとした新規会員獲
得に重点を置き、総会員数の増加に取り組んでまいります。また、売上増を図る一環として物販
にも注力してまいります。管理面においては、キャリアの浅いスタッフの早期育成を図り、マン
パワーの向上に努めると共に、生産性の向上及び効率化を進めてまいります。

　以上、今第38期は全社売上高143億円、営業利益は５億40百万円を計画いたします。今期か
ら本部システム並びに店舗を含めた情報システムの改定を行います。また、新客誘致を始めとし
た売上増加のための販売促進等に係る費用も相応に見込んでおりますので、若干の減益計画とし
ておりますが、計画を上回るよう全社一丸となって努めてまいりますので、株主の皆さまには今
後とも、更なるご支援並びにご指導、ご鞭撻を賜りますようよろしくお願い申し上げます。

－ 14 －

対処すべき課題
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⑸　主要な事業内容（2018年３月31日現在）
事 業 区 分 事 業 内 容

ハ ウ ス  オ ブ  ロ ー ゼ 事 業 化粧品、化粧雑貨品等の小売及び卸売等

リ ラ ク ゼ ー シ ョ ン サ ロ ン 事 業 リフレクソロジーを中心としたボディリラクゼーションサ
ロンの運営

カ ー ブ ス 事 業 女性専用小型フィットネスクラブ「カーブス」のフランチャ
イジー展開

⑹　主要な営業所及び工場（2018年３月31日現在）
本 社 東京都港区
大 阪 営 業 所 大阪市淀川区
物 流 セ ン タ ー 東京都町田市

⑺　使用人の状況（2018年３月31日現在）
使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

1,033(280) 名 20名減(2名減) 36.5歳 7.2年
（注）使用人数は就業員数であり、アルバイト及びパートは、（　）内に年間の平均人員を外数で記載しており

ます。

⑻　主要な借入先の状況（2018年３月31日現在）
　　該当事項はありません。

⑼　その他会社の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。

－ 15 －

主要な事業内容、主要な営業所及び工場、使用人の状況、主要な借入先の状況、その他会社の現況に関する重要な事項
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２．株式の状況（2018年３月31日現在）
⑴　発行可能株式総数 12,000,000株
⑵　発行済株式の総数 4,703,063株（自己株式592株を含む。）
⑶　株主数 14,908名
⑷　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 ワ コ ー ル ホ ー ル デ ィ ン グ ス 1,150千株 24.5％

株 式 会 社 ロ ー ズ エ ー ジ ェ ン シ ー 578 12.3

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 137 2.9

安 原 淳 子 80 1.7

ハ ウ ス オ ブ ロ ー ゼ 従 業 員 持 株 会 70 1.5

川 原 　 暢 50 1.1

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 46 1.0

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 42 0.9

永 井 た き 枝 39 0.8

み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社 39 0.8
（注）持株比率は自己株式（592株）を控除して計算しております。

所有者別分布状況
金融機関
8.6％　404,000株

個人その他
（自己株式含む）
52.7％　2,480,062株

外国法人等
0.7％　30,543株

証券会社
0.4％　20,958株

国内法人
（金融機関等を除く）
37.6％　1,767,500株

３．新株予約権等の状況
　該当事項はありません。

－ 16 －

株式の状況、新株予約権等の状況
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４．会社役員の状況
⑴　取締役の状況（2018年３月31日現在）

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
代 表 取 締 役 社 長 神 野 晴 年 直営店本部長
取 締 役 生 　 越 　 多 惠 子 マーケティング本部長

取 締 役 坂 　 直 幸
営業企画本部長
株式会社ハウス オブ ローゼインターナショナル
代表取締役社長

取 締 役 池 田 達 彦 管理本部長
取 締 役 桃 田 辰 範 ウエルネス事業本部長
取 締 役 川 原 　 暢 相談役
取締役（監査等委員・常勤） 渡 部 高 生

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 先 山 　 久
株式会社ワコール 監査役
株式会社ワコールホールディングス　
法務・コンプライアンス部長

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 細 谷 　 仁 公認会計士・税理士細谷　仁 会計事務所所長

（注）１．先山　久及び細谷　仁の両氏は、社外取締役であります。また、両氏を東京証券取引所の定めに基づ
く独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

２．当社では、社内事情に精通したものが重要会議への出席や内部監査部門等との連携を図り、情報収集
その他監査の実効性を高め、監査・監督機能を強化するため常勤の監査等委員を設置しており、取締
役渡部高生氏を選定しております。

３．取締役細谷　仁氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有す
るものであります。

４．2018年４月１日付で取締役の担当を次のとおり変更しています。

氏　　　　　名 異　動　前 異　動　後

神 野 晴 年 代表取締役社長兼直営店本部長 代 表 取 締 役 社 長

生 　 越 　 多 惠 子 取締役マーケティング本部長 取 締 役

坂 　 直 幸 取 締 役 営 業 企 画 本 部 長 取締役マーケティング本部長

⑵　責任限定契約の内容の概要
当社と監査等委員である取締役３氏とは、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第
423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当該契約に基づく損害倍賞責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としております。

－ 17 －
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⑶　取締役の報酬等
当事業年度に係る報酬等の総額
区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 額

取 締 役 ( 監 査 等 委 員 を 除 く ） ６名 93百万円

取 締 役 ( 監 査 等 委 員 ）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

３
（２）

16
（４）

合 計
( う ち 社 外 役 員 )

９
（２)

109
（４）

（注）１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．取締役の報酬限度額は、2015年６月19日開催の第34回定時株主総会において、取締役（監査等委員

を除く）について賞与を含め年額２億円以内（ただし、使用人分給与は含まず）、取締役（監査等委
員）について賞与を含め年額４千万円以内と決議いただいております。

３．上記報酬等の額には、以下のものが含まれております。
　　・当事業年度における役員賞与として未払金計上した20百万円（取締役（監査等委員を除く）５名に

対し18.7百万円、取締役（監査等委員）１名に対し1.3百万円）。
　　・当事業年度における役員退職慰労引当金の繰入額9.3百万円（取締役（監査等委員を除く）５名に

対し8.5百万円、取締役（監査等委員）１名に対し0.8百万円）。
４．記載金額は、特に記載のない場合は百万円未満を切捨てて表示しております。

⑷　社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役先山　久氏は、株式会社ワコールホールディングス法務・コンプライアンス部長及び
株式会社ワコール監査役であります。株式会社ワコールホールディングスは、当社の筆頭株
主であり、株式会社ワコールは、株式会社ワコールホールディングスの子会社であります。
当社は、株式会社ワコールとの間で商品売買等の取引を行っていますが、年間取引額は当社
の独立性判断基準の範囲内であります。

・取締役細谷　仁氏は、公認会計士・税理士細谷　仁会計事務所所長であります。当社と兼職
先との間には特別の利害関係はありません。

② 会社または会社の特定関係事業者の業務執行者または業務執行者でない役員との親族関係
該当事項はありません。

－ 18 －
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③ 当事業年度における主な活動状況
区 分 氏 名 出 席 状 況 発 言 状 況

社 外 取 締 役
（監査等委員） 先 山 　 久 取締役会　　　　18/18回

監査等委員会　　14/14回
コンプライアンス並びにコーポレートガ
バナンス面におけるキャリアに基づき、
適宜発言、提言を行っております。

社 外 取 締 役
（監査等委員） 細 谷 　 仁 取締役会　　　　18/18回

監査等委員会　　14/14回
公認会計士としての専門的知見に基づ
き、適宜発言、提言を行っております。

④ 当事業年度において当社子会社等から受けた役員報酬等
該当事項はありません。

【ご参考】
当社は、東京証券取引所が定める独立性基準に加え、以下の全ての基準に該当しない者を独立社外取締役とし
て選定することとしております。

（１）当社の主要な取引先である企業等、あるいは当社を主要な取引先とする企業等の役員及び使用人。この
場合の「主要な取引先」とは、過去３年間のいずれかの会計年度において、当社との取引における支払
額及び受取額が当社または取引先の売上高の２％以上である企業をいう。

（２）当社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を直接受け取り、専門的サービス等を提供する者（弁
護士、公認会計士、コンサルタント等）。この場合の「多額の金銭」とは、過去３年間のいずれかの会
計年度において、専門的サービスの報酬または取引の対価等として1,000万円を超える額をいう。

（３）当社から多額の金銭その他の財産による寄付を受けている者、または寄付を受けている法人・団体等の
役員及び使用人。この場合の「多額の金銭」とは、過去３年間のいずれかの会計年度において、500万
円を超える額をいう。

（４）その他、独立性・中立性の観点で社外取締役としての職務遂行に支障をきたす事由を有している者。
以上

－ 19 －
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５．会計監査人の状況
⑴　名称　　　　　　　　　　新日本有限責任監査法人
（注）新日本有限責任監査法人は、2018年７月１日付で、「ＥＹ新日本有限責任監査法人」に名称変更する

予定です。

⑵　報酬等の額
支 払 額

１ 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 22百万円

２ 当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 22百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法上の会計監査人の監査に対する報酬等の額と金
融商品取引法上の監査に対する報酬等の額を区分していないため、上記１にはこれらの合計額を記載
しております。なお、記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠
等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意
の判断をいたしました。

⑶　非監査業務の内容
　該当事項はありません。

⑷　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場
合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認
められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査
等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人
を解任した旨及びその理由を報告いたします。

⑸　責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。

－ 20 －
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６．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
⑴　業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
Ⅰ．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
１．当社の取締役及び使用人が法令及び定款を遵守し、健全な社会規範の下に業務を執行す

るための指針として定めた「企業倫理規程」に基づき行動する。
２．内部通報制度（内部通報ホットライン）等により、法令及び諸規程に反する行為等を早

期に発見し是正する。
３．健全な企業経営のため反社会的勢力との関係は一切遮断する。そのため不当要求防止責

任者を設置し、不当な要求に対しては外部専門機関とも連携し毅然とした対応をとる。
４．金融商品取引法に基づく内部統制報告書の有効かつ適切な提出に向けた内部統制システ

ムの構築を行い、その仕組みが適正に機能することを継続的に評価し、不備があれば必
要な是正を行うことにより、金融商品取引法及びその他関係法令等の適合性を確保する
体制を整える。

５．取締役及び使用人の法令・定款違反行為については、懲罰規定に基づき、厳正に対処す
る。

Ⅱ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
１．取締役会及び業務執行会議その他の重要な会議の意思決定に係る情報、職務の執行に係

る文書（電磁的記録を含む）は、「文書管理規程」をはじめとする社内規程に従い適切
に保存及び管理を行う。

２．取締役（監査等委員である取締役を含む）は、必要に応じて上記１．の文書を閲覧する
ことができるものとする。

Ⅲ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制
１．組織横断的なリスク状況の監視並びに全社的対応を行う機関として「リスク管理委員

会」を設け、迅速かつ適切な対応をとる。
２．各部門の所管業務に付随する通常的なリスク管理は、当該部門が関係する諸規程に従い

これを行う。
Ⅳ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
１．業務の有効性及び効率性を図る観点から当社経営に係る重要事項については「取締役会

規程」等に基づき取締役会において決定する。ただし、定款規定及び取締役会決議によ
り業務執行の決定を委任された取締役は、委任された範囲内で業務執行の決定を行う。

２．取締役は取締役会で定める「取締役会規程」「業務分掌規程」「職務権限規程」等に基
づき、所管業務の執行を行う。

３．取締役会は、経営の意思決定を合理的かつ効率的に行うと共に、業務執行に対する管理
監督機能を高める。

４．業務運営状況について、内部監査室による内部監査を実施し、その状況を把握し改善を
図る。

－ 21 －
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Ⅴ．会社並びに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
１．経営企画室は、「関係会社管理規程」に基づき、子会社の業務執行及び内部統制を統括

し、適切な監視及び報告体制を確保する。
２．当社から子会社に役員を配置し子会社を管理する体制とする。子会社の担当役員は、業

務執行の状況を定期的に当社の取締役会に報告する。
３．当社と子会社間の取引は、法令、会計原則、税法その他社会規範を遵守して行う。
４．内部監査室は、定期的に子会社の業務執行及び内部統制の運用状況を監査し、当社の代

表取締役社長に報告すると共に、その結果を子会社と共有のうえ、子会社と協力して改
善のための検証を行う。

Ⅵ．監査等委員会の職務を補助すべき使用人等に関する事項並びに当該使用人等の取締役(監
査等委員である取締役を除く)からの独立性及び監査等委員会の当該使用人等に対する指
示の実効性の確保に関する事項

１．監査等委員会が職務を補助すべき使用人等（以下「監査等委員会補助者」という）を求
めた場合、取締役会は必要に応じて、補助業務をする者を配置する。

２．監査等委員会補助者の適切な職務遂行のため、監査等委員会補助者の人事異動及び人事
考課等に関しては、監査等委員会の事前の同意を得るものとする。

３．監査等委員会補助者は、当社の監査等委員会から指示を受けた業務を遂行する。
Ⅶ．取締役及び使用人が監査等委員会に報告をするための体制、その他の監査等委員会への報

告に関する体制
１．当社及び子会社の取締役（当社の監査等委員である取締役を除く）、監査役、使用人又

はこれらの者から報告を受けた者（以下「報告者」という）は、当社の取締役会等、監
査等委員が出席する重要な会議において、当社の監査等委員に対し適宜担当する業務の
執行状況を報告する。

２．報告者は、当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項その他当社のコンプライアンス
及びリスク管理上重大な事項を発見したときは、速やかに当社の監査等委員会に報告す
る。

３．報告者の異動、人事評価及び懲戒等について、報告の事実を考慮することはできず、報
告者は、異動、人事評価及び懲戒等の理由の調査を監査等委員会に依頼できる。

Ⅷ．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
１．監査等委員会からの要請があれば、内部監査室の協力、会社内の諸会議への出席を保証

する。
２．代表取締役及び会計監査人は、監査等委員会とそれぞれ定期的な会合を持ち、相互の意

思疎通を図るべく意見交換を行う。
３．監査等委員の職務の執行に要する費用については、支出に合理性がないと取締役会が拒

否の判断をした場合を除き、会社所定の手続きを経て速やかにその実費相当額を支払う。
また費用に前払いの必要が生じたときは、会社所定の手続きを経て処理をする。

－ 22 －
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⑵　業務の適正を確保するための体制の運用状況
１．職務執行の適正及び効率性の確保

取締役会は、社外取締役２名を含む取締役９名（2017年６月22日開催の第36回定時株主総
会終結の時までは８名）で構成され、18回開催し各議案の審議及び業務執行状況等の監督を
行いました。
また当社は、執行役員制を採用し各業務を所管させ、意思決定の迅速化、効率化を図っており
ます。取締役、執行役員及び常勤監査等委員が出席する業務執行会議を12回開催し、情報共
有化及び業務執行の適正化等について協議いたしました。

２．監査の実効性確保
監査等委員会は、社外取締役である監査等委員２名と常勤監査等委員１名の合計３名で構成さ
れています。監査等委員会は14回開催し、監査に関する重要な事項について報告を受け、協
議・決議を行いました。また、代表取締役社長とも定期的に面談し、会計監査人及び内部監査
部門とも積極的に意見交換を行いました。
他方、監査等委員は全員取締役会に出席し、適正な意見、提言を行いました。さらに常勤監査
等委員は、業務執行会議等重要会議に出席し、助言、提言を行いました。

３．内部通報制度
匿名性が担保された内部通報窓口を設置して、コンプライアンス違反行為等の情報収集に努め
ると共に、通報者の保護と通報内容に対処する体制を整備しております。

４．反社会的勢力の排除
新規取引先との契約締結に際しては、反社会的勢力排除条項の契約書への記載を必須としてお
ります。また、警察等や関連団体との情報交換を継続的に実施すると共に、社内への啓蒙を進
めました。

５．内部監査体制
内部監査計画に基づき、店舗を含め事業所約250か所の業務監査を実施し、監査結果を代表取
締役社長及び監査等委員会に報告すると共に、必要な場合は是正勧告を行う等、業務の適正化
に努めました。

６．財務報告に係る内部統制
期初に決定した評価範囲に基づき、当該財務報告に係るプロセスにおける内部統制の有効
性評価を実施いたしました。

－ 23 －
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７．会社の支配に関する基本方針
　当社は、経営権の移動に伴う企業活動の活性化の意義について否定するものではありません。た
だ当社は設立以来、自然志向の化粧品を主体としたコンサルティング販売を事業の中核として、顧
客の支持に支えられ今日まで安定的な成長と着実な財務基盤を形成してまいりました。
　このような企業経営に対する評価と今後の期待感の結果が株主をはじめとする現在のステークホ
ルダーを形成していると考えております。
　また、当社では次の経営理念を掲げ事業活動に努めております。

１．美しさと健康と快適な生活を願われる人々のために、優れた商品と真心のこもったサービス
を提供し、お客さまから「ありがとう」と言われるような企業活動を続けます。

２．企業は社会の支持が無くては発展し得ないことを自覚し、法令、社会規範、社会倫理を遵守
し、社会の人々に対して常に誠実に行動します。

３．限りある資源を無駄にすることなく、また自然を破壊することなく、環境との調和を目指し
ます。

　従いまして、当社の財務及び事業を支配すべき者の在り方としては、培ってきた経営ノウハウに
より顧客の支持・信頼を得て、継続的に事業を発展させると共に、当社の経営理念に則り、株主を
はじめとするステークホルダーの価値の向上を図るものでなければならないと考えております。
　当社は現在のところ所謂「買収防衛策」は導入しておりませんが、仮に当社の財産及び経営権を
支配あるいは影響力を行使する目的で当社株式の大量取得を表明する者が出現した場合には、上記
の理由から慎重にその適正性を判断し、当社として最も適切と考えられる措置を講ずるものといた
します。具体的には、社外の専門家を含め当該買収提案の評価や表明者との交渉を行い、その中で
当社の経営理念、企業価値に適合せず、また株主共同の利益に資さないと判断した場合には、速や
かに対抗措置の要否及び内容等を決定し実行する体制を整えます。

８．剰余金の配当等の決定に関する基本方針
　当社は、株主の皆さまへの利益還元を重要な経営課題の一つとして認識し、配当性向を当期純利
益の30％以上を原則としつつ業績及び財務状況等を総合的に勘案し、かつ安定的な配当を行うこと
を基本方針としております。
　当社は、2015年６月19日開催の第34回定時株主総会において、剰余金の配当等を取締役会の決
議によって定めることができる旨の定款変更のご承認をいただきました。
　上記方針に基づき、当事業年度の期末配当金につきましては、業績及び財務状況等を総合的に勘
案し、2018年５月14日開催の取締役会にて、１株につき20円とさせていただきました。
　これにより、中間配当金を合わせた年間の配当金は、１株につき40円となります。

－ 24 －
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貸　借　対　照　表
（2018年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
売 掛 金
商 品
前 渡 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他 の 流 動 資 産

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
土 地
リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産
借 地 権
リ ー ス 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 前 払 費 用
差 入 保 証 金
保 険 積 立 金
繰 延 税 金 資 産
貸 倒 引 当 金

5,183,428
2,340,070
1,129,725
1,588,347

12,082
104,255

8,947
3,772,099
1,887,292

362,313
1,369,668

155,309
123,157

442
122,715

1,761,650
628,776
25,400
5,233

651,722
110,886
340,478

△847

流 動 負 債 1,983,089
支 払 手 形 186,454
電 子 記 録 債 務 472,596
買 掛 金 282,580
リ ー ス 債 務 53,279
未 払 金 282,485
未 払 費 用 239,189
未 払 法 人 税 等 175,872
未 払 消 費 税 等 49,518
預 り 金 17,914
賞 与 引 当 金 193,381
そ の 他 の 流 動 負 債 29,816

固 定 負 債 1,467,059
リ ー ス 債 務 242,429
退 職 給 付 引 当 金 1,115,590
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 69,264
資 産 除 去 債 務 4,941
預 り 保 証 金 1,800
そ の 他 の 固 定 負 債 33,033

負 債 合 計 3,450,148
（ 純 資 産 の 部 ）
株 主 資 本 6,381,543
資 本 金 934,682
資 本 剰 余 金 1,282,222
資 本 準 備 金 1,282,222

利 益 剰 余 金 4,165,294
利 益 準 備 金 119,666
そ の 他 利 益 剰 余 金 4,045,628

別 途 積 立 金 2,800,000
繰 越 利 益 剰 余 金 1,245,628

自 己 株 式 △655
評 価 ・ 換 算 差 額 等 △876,164
その他有価証券評価差額金 94,769
土 地 再 評 価 差 額 金 △970,933
純 資 産 合 計 5,505,378

資 産 合 計 8,955,527 負 債 ・ 純 資 産 合 計 8,955,527
（記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。）

－ 25 －
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損　益　計　算　書
(2017年 4 月 1 日から)2018年 3 月31日まで

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 13,978,006

売 上 原 価 3,981,660

売 上 総 利 益 9,996,346

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 9,440,725

営 業 利 益 555,621

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 4,872

そ の 他 5,256 10,129

営 業 外 費 用

支 払 利 息 1,857

リ ー ス 解 約 損 30,201

そ の 他 2,085 34,144

経 常 利 益 531,606

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 2,792 2,792

特 別 損 失

減 損 損 失 29,725 29,725

税 引 前 当 期 純 利 益 504,673

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 243,299

法 人 税 等 調 整 額 △21,172 222,126

当 期 純 利 益 282,546

（記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。）

－ 26 －
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株主資本等変動計算書
(2017年 4 月 1 日から)2018年 3 月31日まで

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合　　計資本準備金 資本剰余金

合　　　計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合　　　計別 途

積 立 金
繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 934,682 1,282,222 1,282,222 119,666 2,800,000 1,151,182 4,070,849 △566 6,287,186

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 - - - - - △188,100 △188,100 - △188,100

当 期 純 利 益 - - - - - 282,546 282,546 - 282,546

自 己 株 式 の 取 得 - - - - - - - △89 △89

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 当 期 の
変 動 額 ( 純 額 )

- - - - - - - - -

当 期 変 動 額 合 計 - - - - - 94,445 94,445 △89 94,356

当 期 末 残 高 934,682 1,282,222 1,282,222 119,666 2,800,000 1,245,628 4,165,294 △655 6,381,543

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 土地再評価差額金 評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 53,282 △970,933 △917,651 5,369,535

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 - - - △188,100

当 期 純 利 益 - - - 282,546

自 己 株 式 の 取 得 - - - △89

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 当 期 の
変 動 額 ( 純 額 )

41,487 - 41,487 41,487

当 期 変 動 額 合 計 41,487 - 41,487 135,843

当 期 末 残 高 94,769 △970,933 △876,164 5,505,378

（記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。）

－ 27 －
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個　別　注　記　表
（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券……償却原価法
子会社株式及び関連会社株式……総平均法による原価法
その他有価証券

時価のあるもの……事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により
処理し、売却原価は総平均法により算定）

時価のないもの……総平均法による原価法
（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品…移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）
２．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）……定率法

　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に
取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

（2）無形固定資産（リース資産を除く）……定額法
（3）長期前払費用……定額法
（4）リース資産……リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
３．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金
　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上しておりま
す。

（3）退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務見込額を計上しております。
①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について
は、期間定額基準によっております。

－ 28 －
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②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　数理計算上の差異は、翌期一括で費用処理することとしております。
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法
により費用処理しております。

（4）役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

４．消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

（貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額 715,253千円
２．土地再評価

　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行
い、再評価差額から「再評価に係る繰延税金資産」を控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の
部に計上しております。

再評価の方法
　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に定める固
定資産税評価額、ならびに第５号に定める鑑定評価に基づき、時点修正等の合理的な調整を行って算定
する方法に基づいて算定しております。

再評価を行った年月日 2002年３月31日

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高

営業取引 348,782千円
営業取引以外の取引 1,928千円

－ 29 －
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（株主資本等変動計算書に関する注記）
１．発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首
株 式 数

当事業年度増加
株 式 数

当事業年度減少
株 式 数

当 事 業 年 度 末
株 式 数

普 通 株 式 4,703千株 －株 －株 4,703千株
２．自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首
株 式 数

当事業年度増加
株 式 数

当事業年度減少
株 式 数

当 事 業 年 度 末
株 式 数

普 通 株 式 539株 53株 －株 592株
３．剰余金の配当に関する事項
（1）配当金支払額等

①2017年５月12日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 94,050千円
・１株当たり配当金額 20円
・基準日 2017年 3月31日
・効力発生日 2017年 6月 6日
②2017年11月２日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 94,050千円
・１株当たり配当金額 20円
・基準日 2017年 9月30日
・効力発生日 2017年12月 6日

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの
2018年５月14日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 94,049千円
・１株当たり配当金額 20円
・基準日 2018年 3月31日
・効力発生日 2018年 5月31日

４．当事業年度末日における新株予約権に関する事項
該当事項はありません。

－ 30 －
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（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
賞与引当金損金算入限度超過額 59,213千円
退職給付引当金損金算入限度超過額 341,593千円
役員退職慰労引当金繰入額 21,208千円
未払事業税否認額 13,857千円
電話加入権評価損否認 7,967千円
その他 60,715千円

繰延税金資産小計 504,556千円
評価性引当額 △16,568千円

繰延税金資産合計 487,988千円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 41,825千円
その他 1,429千円

繰延税金負債合計 43,254千円
繰延税金資産の純額 444,733千円

なお、土地再評価差額金に係る繰延税金資産相当額については、繰延税金資産として計上しておりません。

（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項

　当社は、資金運用については預金等安全性の高い金融資産に限定し、銀行等金融機関からの借入により資
金を調達しております。
　売掛金に係る顧客の信用リスクは、取引先ごとに期日管理及び残高管理を行いリスク低減を図っておりま
す。
  投資有価証券は主として債券及び株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っており
ます。
　差入保証金は、主に店舗の賃借にかかる敷金であり、貸主の信用リスクに晒されております。当該リスク
に関しては、貸主ごとの残高管理を行うとともに、主な貸主の信用状況を把握する体制としております。
　営業債務である電子記録債務は、そのほとんどが３ケ月以内の支払期日であります。
　デリバティブ取引は実需の範囲で行うこととしておりますが、当事業年度においては実施しておりません。

－ 31 －

個別注記表
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２．金融商品の時価等に関する事項
　2018年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）
貸借対照表計上額（＊） 時価（＊） 差額

（1）現金及び預金 2,340,070 2,340,070 －
（2）売掛金 1,129,725 1,129,725 －
（3）投資有価証券

満期保有目的の債券 400,000 399,572 △428
その他有価証券 218,776 218,776 －

（4）関係会社株式 15,400 15,400 －
（5）差入保証金 651,722 538,173 △113,549
（6）電子記録債務 （472,596） （472,596） －
（＊）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
（注）1．金融商品の時価の算定方法

（1）現金及び預金、（2）売掛金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

（3）投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、投資信託及び債券は取引金融機関から
提示された価格によっております。

（4）関係会社株式
　これらの時価については、株式の取引所の価格によっております。

（5）差入保証金
　当社では、差入保証金の時価の算定は、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク区分ご
とに、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率
で割り引いた現在価値により算定しております。

（6）電子記録債務
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

2．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
　非上場株式（貸借対照表計上額20,000千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが
極めて困難と認められるため、「⑶　投資有価証券　その他有価証券」及び「⑷　関係会社株式」には
含めておりません。

（賃貸等不動産に関する注記）
　重要性が乏しいため記載を省略しております。

（持分法損益等に関する注記）
　該当事項はありません。

－ 32 －

個別注記表
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（関連当事者との取引に関する注記）
該当事項はありません。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 1,170円74銭
２．１株当たり当期純利益 60円08銭

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

－ 33 －

個別注記表
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会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2018年５月17日
株式会社 ハウス オブ ローゼ

取締役会　御中

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 打 越 　 隆 ㊞

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 井 村 順 子 ㊞

　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ハウス オブ ローゼの2017年４月１日から2018年３月31日ま
での第３７期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書につ
いて監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表
示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営
者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明すること
にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計
算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を
実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監
査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。
監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた
適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経
営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の
表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計
算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 34 －

会計監査報告
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書
当監査等委員会は、2017年４月１日から2018年３月31日までの第37期事業年度の取締役の職務の執行について

監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。
１．監査の方法及びその内容

　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに
当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用
の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実
施しました。

　　①監査等委員会が定めた監査等委員会監査基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部
門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必
要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調
査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、
必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

　　②事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針については、取締役会その他における
審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

　　③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監
査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から
「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を
「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受
け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株
主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。
２．監査の結果

⑴　事業報告等の監査結果
　　①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
　　②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
　　③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関す

る事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
　　④事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針は相当

であると認めます。
⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
　　　2018年５月17日

株式会社 ハウス オブ ローゼ 監査等委員会
常勤監査等委員 渡 部 高 生 ㊞
監査等委員 先 山 　 久 ㊞
監査等委員 細 谷 　 仁 ㊞

（注）監査等委員先山 久及び細谷 仁は、会社法第２号第15条及び第331条第６項に規定する社外取締役であ
ります。

以　上

－ 35 －

監査等委員会の監査報告
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商品紹介

店舗紹介

32g 8,000円+税

エクセラージュ モイストリフトエッセンス
2018年１月６日発売
　うるおいあふれる美しいハリ肌をもたらす美容液、“エクセラージュ モイス

トリフトエッセンス”が新登場しました。肌本来の美しさを目覚めさせ、瞬時

に持続的にしなやかで、みずみずしいハリ肌に整えます。年齢を重ねることは、

あなたらしさを重ねること。今のあなたを好きになる、ハウスオブローゼのア

クティブエイジング（※1）ケア（※2）です。

※1　美しく年齢を重ねることを積極的に楽しむこと
※2　年齢に応じたお肌のうるおい・ハリのお手入れのこと

第37期下期　新規出店店舗の一例 第37期下期　改装店舗の一例

ハウス オブ ローゼ
難波シティ店（大阪府）

Oh!Baby by HOUSE OF ROSE
新宿ミロード店（東京都）

2017/11/9
Open!

2018/2/16
Open!
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店舗紹介

ハウス オブ ローゼ直営店舗展開

 カーブスから４年ぶりに、２店舗新規出店しました。

カーブス 新小川町店（東京都）

カーブス 江田駅前店（神奈川県）

2018/3/20
Open!

2017/7/18
Open!

8店

7店

98店
（うち東京42店）

5店

19店
41店16店30店

6店

店
百貨店 専門店

136 94 230
店 店

ハウス オブ ローゼ直営店
出退店数の推移

リラクゼーションサロン店舗
出退店数の推移

カーブス店舗
出退店数の推移

出店数（店） 退店数（店） 合　計（店） 出店数（店） 退店数（店） 合　計（店） 出店数（店） 退店数（店） 合　計（店）
第33期 6 12 254 第33期 0 2 30 第33期 1 0 20
第34期 9 9 254 第34期 2 3 29 第34期 0 0 20
第35期 2 13 243 第35期 1 2 28 第35期 0 0 20
第36期 8 11 240 第36期 2 4 26 第36期 0 0 20
第37期 3 13 230 第37期 0 6 20 第37期 2 0 22

写真はイメージです。
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事 業 年 度 毎年４月１日から翌年３月31日まで

定 時 株 主 総 会 毎事業年度末日の翌日から３ヶ月以内に招集

剰余金の配当及び
中 間 配 当 基 準 日

期末配当　　毎年３月31日
中間配当　　毎年９月30日

単 元 株 式 数 100株

公 告 方 法 日本経済新聞に掲載

株 主 名 簿 管 理 人
事 務 取 扱 場 所

東京都中央区八重洲１丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

＜郵送物送付先・お問合せ先＞

証券会社等に口座を
お持ちの場合

証券会社等に口座を
お持ちでない場合

（特別口座の場合）

郵送物送付先

お取引の証券会社等になります。

〒168－8507
東京都杉並区和泉２－８－４
みずほ信託銀行　証券代行部

電話お問合せ先 0120－288－324（フリーダイヤル）
（土・日・祝日を除く9：00～17：00）

各種手続お取扱店
（住所変更、株主
配当金受取り方法
の変更等）

みずほ証券
　本店及び全国各支店
　  プラネットブース（みずほ銀

行内の店舗）でもお取扱いた
します。

みずほ信託銀行
　本店及び全国各支店（※）

　（※）  トラストラウンジでは
お取扱できませんので
ご了承ください。

未払配当金の
お支払

みずほ信託銀行（※）及びみずほ銀行の本店及び全国各支店
（みずほ証券では取次のみとなります）

（※）トラストラウンジではお取扱できませんのでご了承ください。

ご注意

支払明細発行については、右
の「特別口座の場合」の郵便
物送付先・電話お問合わせ先・
各種手続お取扱店をご利用く
ださい。

特別口座では、単元未満株式の
買取以外の株式売買はできませ
ん。証券会社等に口座を開設し、
株式の振替手続を行っていただ
く必要があります。

＊＊＊ご連絡＊＊＊
１）  特別口座に記録された株主様からの単元未満株式の買取請求等は、特別口座管理

機関としての「みずほ信託銀行」の支店でご請求の取次をいたします。
２）  確定申告の際には、同封の配当金計算書をご利用いただけます。株式数比例配分

方式を選択された株主様については、お取引の証券会社にご確認ください。

株主メモ ウェブサイトのご案内

ハウス オブ ローゼの今を知ることができる
ハウス オブ ローゼ オフィシャル・ウェブサイト。

http://www.houseofrose.co.jp/

検 索ハウスオブローゼ

公式サイト

上記ウェブサイト右上の で囲んだ部分をクリックすると、
以下にアクセスいただけます。

[１] IR情報
  会社概要や財務ハイライト、よくあるご質問等を掲載
しています。

[２] オンラインショッピング
  当社の通販サイトです。
こちらからもアクセスいただけます。→　

通販サイト

[１]

[２]

http://hor.jp/



至赤坂見附千代
田線

南
北
線 首相官邸銀座線

溜池山王
外堀通り
至新橋至新橋

東京メトロ銀座線・南北線
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（改修工事中）

ホテルオークラ
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線
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都
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速
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線

アーク森ビル

サントリー
ホール
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木通
り

飯倉ランプ
泉ガーデンタワー泉ガーデンタワー
アークヒルズサウスタワーアークヒルズサウスタワー

東京メトロ南北線
「六本木一丁目駅」３番出口

ATT新館ATT新館

ＡＮＡインターコンチネンタル
ホテル東京

株主総会会場ご案内図
会　場　東京都港区赤坂一丁目12番33号
　　　　ANAインターコンチネンタルホテル東京　B１F「プロミネンス」
　　　　電話　03－3505－1111　※受付開始は午前９時を予定しております。

地 下 鉄：東京メトロ銀座線「溜池山王駅」13番出口より徒歩約１分（溜池山王駅より約６分）
東京メトロ南北線「溜池山王駅」13番出口より徒歩約１分（溜池山王駅より約６分）

「六本木一丁目駅」３番出口より徒歩約２分
都営バス：（都01）渋谷駅前～新橋駅前「赤坂アークヒルズ前」下車、徒歩約１分

（お車でのご来場はご遠慮くださいますようお願い申し上げます。）

株主総会当日はお土産をご用意しておりますが、ご提出の議決権行使書の枚数にかかわらず、
ご来場の株主さまお一人につき１つとさせていただきます。

〒107-8625　東京都港区赤坂2-21-7　TEL.03-5114-5800




